
証券コード　3294
2022年６月７日

株　主　各　位
東京都千代田区神田錦町一丁目２番地１
株 式 会 社 イ ー グ ラ ン ド
代表取締役社長 江 口 　 久

１．日 時 2022年６月28日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都千代田区内神田３－２４－５

エッサム神田ホール２号館　５階
３．目 的 事 項
報 告 事 項 第33期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案

剰余金処分の件
定款の一部変更の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

第33期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第33期定時株主総会を下記により開催いたしますの
で、ご通知申しあげます。
　株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染拡大の防止
と株主様の感染リスクの回避の観点から、本株主総会につきまして
は、極力、書面またはインターネットによる事前の議決権行使をいた
だき、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご来場をお控
えいただくようお願い申しあげます。
　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2022年６
月27日（月曜日）午後６時までに議決権をご行使くださいますよう
お願い申しあげます。

敬　具
記

以　上
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◎議決権行使についてのご案内
・書面の郵送による議決権行使
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年６月
27日（月曜日）午後６時までに到着するようご返送ください。
・インターネットによる議決権行使
　同封の議決権行使書用紙に記載の当社指定の議決権行使ウェブサイト
（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、画面の案内に従い６
月27日（月曜日）午後６時までに議案に対する賛否をご入力ください。

◎株主様へのお願い
・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
・株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、本総会の運
営・会場を変更する場合がございます。インターネット上の当社ウェブサイト
（https://e-grand.co.jp）より、発信情報をご確認くださいますよう、併せて
お願い申しあげます。

・会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備いたします。ご来場
の株主様は、マスクの持参・着用をお願い申しあげます。
・会場入口付近で検温をさせていただいたうえで、発熱があると認められる方、
体調不良と思われる方は、入場をお断りし、お帰りいただく場合がございま
す。
・株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で応対
させていただきます。
・株主ではない代理人及び同伴の方など、議決権を行使することができる株主以
外の方はご入場いただけません（御身体の不自由な株主様の同伴の方を除きま
す。）ので、ご注意くださいますようお願い申しあげます。

◎本招集ご通知の発送日は2022年６月７日ですが、早期に情報をご提供する観
点から、2022年５月31日よりインターネット上の当社ウェブサイト
（https://e-grand.co.jp）に掲載しております。
◎計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第17条に基づき、
当社ウェブサイト（https://e-grand.co.jp）に掲載しておりますので、本招集
ご通知提供書面には記載しておりません。なお、本招集ご通知の提供書面は、
監査等委員会及び会計監査人がそれぞれ監査報告及び会計監査報告を作成する
に際して監査をした対象の一部であります。
◎株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、当社ウ
ェブサイト（https://e-grand.co.jp）に掲載させていただきます。
◎株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産はご用意しておりませんので、予め
ご了承いただきますようお願い申しあげます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申
しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会
場受付にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議
案に対する賛否をご表示のう
え、切手を貼らずにご投函く
ださい。

次ページの案内に従って、議
案の賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2022年６月28日（火曜日）
午前10時

2022年６月27日（月曜日）
午後６時到着分まで

2022年６月27日（月曜日）
午後６時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・２・４号議案
⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第３号議案
⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決
権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われた
ものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを
入力することなく、議決権行使サイトにログインすること
ができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

2

QRコードを用いたログインは1回に
限り可能です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに
議決権を行使する場合は、右の「ログインID・
仮パスワードを入力する方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQRコードを
読み取ってください。

1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの‌
登録商標です。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

議決権行使ウェブサイトにアクセスして
ください。

1

新しいパスワードを登録する。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログイン
ID・仮パスワード」を入力しクリックして
ください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

4

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 9：00～21：00）
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（ 2021年４月 １日から
2022年３月31日まで ）

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１. 会社の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当事業年度（2021年４月１日～2022年３月31日）におけるわが国経済
は、新型コロナウイルス感染症の流行による社会経済活動の制限が続いて
おりましたが、新規感染者数の減少等により規制緩和の動きが活発化し、
経済活動の持ち直しが期待されております。一方で、不安定な世界情勢に
加えて燃料や原材料費の高騰が広がっており、先行きは不透明な状況が続
いております。
　当社が属する中古住宅流通市場におきましては、公益財団法人東日本不
動産流通機構（東日本レインズ）によると、首都圏の中古マンションの
2022年３月度の成約件数は3,405件（前年同月比19.5％減少）となり、
３ヶ月連続で前年同月を下回りました。価格面については、2022年３月
度の成約㎡単価は前年同月比10.8％上昇となり23ヶ月連続、成約価格は
前年同月比8.4％上昇となり22ヶ月連続で前年同月を上回りました。ま
た、市場に流通する在庫件数は徐々に回復しているものの、いまだ品薄感
がある状況が続いております。
　このような市場環境の下、当社の仕入活動につきましては、当事業年度
における仕入件数が前事業年度の803件から995件（前事業年度比23.9％
増）に増加しております。
　販売活動につきましては、第４四半期において、給湯器を始めとする建
設資材の供給不足により商品化の遅れが一部で見られたものの、当事業年
度における販売件数は、前事業年度の862件から925件（前事業年度比
7.3％増）となりました。また、居住用物件のほか収益用一棟マンション
７棟等を販売いたしました。
　利益面につきましては、物件価格の上昇に伴い利益率が向上し、売上総
利益率は前事業年度の17.3％から20.9％となりました。
　以上の結果、当事業年度における売上高は23,352百万円（前事業年度
比15.2％増）、営業利益は2,568百万円（同74.4％増）、経常利益は
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2,346百万円（同75.7％増）、当期純利益は1,619百万円（同73.3％増）
となりました。
　事業別の状況は次のとおりであります。
＜中古住宅再生事業＞
　中古住宅再生事業におきましては、居住用物件の販売による売上が
20,773百万円、収益用一棟マンションを含む収益用物件の販売による売
上が2,088百万円となり、物件販売による売上高は22,861百万円となりま
した。また、収益用物件の保有期間中の賃貸収入が198百万円となりまし
た。その結果、当事業年度における中古住宅再生事業の売上高は23,121
百万円（前事業年度比15.2％増）となりました。
＜その他不動産事業＞
　その他不動産事業におきましては、賃貸用不動産の取得が進んだことに
より賃貸収入が増加した結果、当事業年度におけるその他不動産事業の売
上高は231百万円（前事業年度比12.1％増）となりました。

② 設備投資の状況
　特記すべき事項はありません。

③ 資金調達の状況
　当社は、長期運転資金の調達を目的として、シンジケートローン24億
円を組成しております。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
の状況

　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　特記すべき事項はありません。
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区 分 第 30 期
(2019年３月期)

第 31 期
(2020年３月期)

第 32 期
(2021年３月期)

第 33 期
（当事業年度）

(2022年３月期)
売 上 高(百万円) 18,180 20,464 20,269 23,352

経 常 利 益(百万円) 717 1,262 1,335 2,346

当 期 純 利 益(百万円) 489 869 934 1,619

１株当たり当期純利益 (円) 77.72 138.17 148.19 256.33

総 資 産(百万円) 17,879 18,498 20,558 24,435

純 資 産(百万円) 6,775 7,406 8,101 9,226

１株当たり純資産 (円) 1,069.08 1,169.24 1,277.50 1,477.32

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は自己株式を控除した期中平均発行済株式
数、１株当たり純資産は自己株式を控除した期末発行済株式数によ
り算出しております。

２. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月
31日）等を当事業年度の期首から適用しており、当事業年度に係る
財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の指
標等となっております。

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
特記すべき事項はありません。
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⑷ 対処すべき課題
　当社は、2022年3月期より3か年の新中期経営計画（2022年3月期～2024
年3月期）を遂行しております。
　計画初年度である2022年3月期につきましては、コロナ禍における在宅時
間の増加等、生活様式の変化により中古住宅取引が堅調に推移する中で、売
上高が当期目標を達成し、経常利益については最終期の目標数値をすでに上
回ることとなりました。
　新型コロナウイルス再流行の懸念や不安定な国際情勢等、不透明な状況が
続いておりますが、当社といたしましては、事業を取り巻く環境変化に対し
て柔軟に対応しつつ、以下の事項を重点課題として取り組んでまいります。
① 中古住宅再生事業
　中古住宅市場は今後も拡大が期待される成長市場でありますが、新規事
業者の参入も多く、仕入環境は年々厳しさを増しております。このような
環境下で、当社は効率的かつ機動的な営業体制の構築、業務のシステム
化、継続的な増員と教育機会の拡充を図ることによって、仕入力の強化に
取り組んでまいります。
　また、現在は首都圏以外では札幌支店、関西支店、名古屋支店を設けて
おりますが、これら既存の事業拠点に加えて新拠点開設も視野に入れるこ
とにより、本事業の拡大を図ってまいります。

② 収益再販事業およびその他の事業
　居住用物件のほか収益用物件の仕入も強化し、再生・再販ノウハウを着
実に積み上げるとともに、ストック収益である賃貸収入の拡大を目指して
まいります。
　また、自社リソースだけでなくＭ＆Ａやアライアンスも活用することに
より、新たな収益の基盤となるような周辺事業の創出を図ってまいりま
す。

③ 品質向上と商品企画の取り組み
　当社物件の競争力を維持向上させるため商品企画の強化と品質向上に努
めて、魅力ある住宅をお客様に供給するとともに、カスタマーサービスの
拡充により顧客満足度の向上を図ってまいります。
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④ コンプライアンス体制の強化
　企業価値の最大化を図るためには、経営の健全性、透明性及び客観性を
高めることが重要であると考えております。監査体制の充実、社内諸規
程・業務マニュアルの整備、社員教育の拡充、定期的な内部監査によって
内部統制の有効性を高め、多様化するリスクを適切に管理する体制を整
備・構築してまいります。

⑤ 株主価値向上に向けた財務・資本政策
　自己資本比率やROE（自己資本利益率）の維持向上に努めることで、
財務の健全性を保つとともに資本効率の向上を図ってまいります。
　また、株主還元の充実を重要な経営課題と位置づけ、業績に応じた配当
を安定的かつ継続的に実施してまいります。
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事 業 区 分 事 業 内 容

中古住宅再生事業 中古住宅（マンション・戸建）を取得し、再生して販売する
事業

その他不動産事業 不動産賃貸事業及びその他不動産関連事業

⑸ 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

本 店 東京都千代田区
札 幌 支 店 札幌市中央区
関 西 支 店 大阪市北区
横 浜 支 店 横浜市西区
名 古 屋 支 店 名古屋市中区

⑹ 主要な営業所（2022年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
113名 １名減 34.6歳 5.3年

⑺ 使用人の状況（2022年３月31日現在）

（注）使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣
社員を含む）は含まれておりません。

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,748百万円
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン （ 注 ） 2,400
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,078
東 京 シ テ ィ 信 用 金 庫 1,611
朝 日 信 用 金 庫 939
株 式 会 社 り そ な 銀 行 752

⑻ 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

（注）シンジケートローンは、株式会社三井住友銀行をアレンジャーとする金融機関８社
からの協調融資2,400百万円となります。

⑼ その他会社の現況に関する重要な事項
　特記すべき事項はありません。
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⑴ 発行可能株式総数 16,000,000株
⑵ 発行済株式の総数 6,379,100株（うち自己株式159,069株）
⑶ 株主数 5,707名（前期末比370名増）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

江 口 　 久 1,478,800株 23.7％

株 式 会 社 ヴ ェ ル デ ィ ッ シ モ 616,000 9.9
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信託銀行株式会社（信託口） 387,300 6.2

江 　 口 　 惠 津 子 190,000 3.0

江 口 直 宏 190,000 3.0

千 田 美 穂 190,000 3.0

萩 原 香 菜 190,000 3.0

株 式 会 社 ジ ュ ー テ ッ ク 160,000 2.5
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ
銀 行 （ 信 託 口 ） 125,100 2.0

佐 々 木 　 　 　 洋 111,800 1.7

２. 株式の状況（2022年３月31日現在）

⑷ 大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑸ 会社役員に対して職務執行の対価として交付された株式に関する事項
　当社は、2021年７月12日開催の取締役会において譲渡制限付株式報酬と
して自己株式の処分を決議し、同年７月29日付で取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）４名に対し自己株式48,000株の処分を行っておりま
す。また、当該報酬は、2021年５月10日に公表している中期経営計画
（2022年3月期～2024年3月期）の対象期間である３事業年度にわたる職務
執行の対価としての支給を想定しているため、譲渡制限期間を３年間として
おります。
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第５回新株予約権 第６回新株予約権

発 行 決 議 日 2014年７月10日 2015年７月10日

新 株 予 約 権 の 数 75個 233個
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式　　　 30,000株
(新株予約権１個につき400株)

普通株式　　　 23,300株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 207,800円 61,316円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
400円

(１株当たり　１円)

新株予約権１個当たり
100円

(１株当たり　１円)

権 利 行 使 期 間 2014年８月１日から
2044年７月31日まで

2015年８月１日から
2045年７月31日まで

行 使 の 条 件 （注） （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役
（監査等委員を除く）

新株予約権の数 60個
目的となる株式数 24,000株
保有者数 4名　

新株予約権の数 194個
目的となる株式数 19,400株
保有者数 4名　

第７回新株予約権

発 行 決 議 日 2016年７月11日

新 株 予 約 権 の 数 453個
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式　　　 45,300株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 35,300円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
100円

(１株当たり　１円)

権 利 行 使 期 間 2016年８月１日から
2046年７月31日まで

行 使 の 条 件 （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役
（監査等委員を除く）

新株予約権の数 381個
目的となる株式数 38,100株
保有者数 4名　

３. 新株予約権等の状況
⑴ 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として
交付された新株予約権の状況
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（注）１. 新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役の地位を喪
失した日の翌日から10日を経過する日までに限り、新株予約権の全部を一括し
てのみ行使できるものとする。

２. その他の新株予約権行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新
株予約権割当契約」の定めるところによる。

３. 2014年10月１日付で普通株式１株につき４株とする株式分割が行われたこと
により、「新株予約権の目的となる株式の種類と数」及び「新株予約権の行使
に際して出資される財産の価額」は調整されている。

⑵ 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権
の状況
該当事項はありません。

⑶ その他新株予約権の状況
該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 江 口 　 久

取 締 役 林 田 光 司 住宅再生事業部門担当
兼　第２営業部長

取 締 役 丹 波 正 行 関西支店長

取 締 役 白 惣 考 史 管理部長

取 締 役
（常勤監査等委員） 榎 下 勝 寛

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 鵜 飼 一 賴 大原法律事務所パートナー

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 佐 々 木 　 　 　 洋 公認会計士佐々木洋事務所所長

４. 会社役員の状況
⑴ 取締役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１. 監査等委員鵜飼一賴氏及び佐々木洋氏は、社外取締役であります。
２. 監査等委員鵜飼一賴氏は、弁護士の資格を有しており、法務及びコンプライア

ンスに関する相当程度の知見を有しております。
３. 監査等委員佐々木洋氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有しております。

４. 内部監査部門・会計監査人との連携強化及び重要な会議への出席・往査といっ
た監査手法を取り入れることで、監査等委員会の監査・監督機能を強化させる
ため、榎下勝寛氏を常勤の監査等委員に選定しております。

５. 当社は、監査等委員鵜飼一賴氏及び佐々木洋氏を東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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⑵ 責任限定契約の内容の概要
　当社と各監査等委員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、各監査等委員ともに金300万
円又は会社法第425条第１項に定める額のいずれか高い額としております。

⑶ 補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。

⑷ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社
の取締役７名全員（うち社外取締役２名）であり、被保険者は保険料を負担
しておりません。補填の対象となる保険事故は、法律上の損害賠償金または
争訟費用を被保険者が負担することで生じる損害となります。但し、法令違
反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は補填され
ないなど、一定の免責事由があります。
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⑸ 取締役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年２月24日開催の取締役会において、取締役（監査等委員
である取締役を除く。以下、「取締役」という。）の個人別の報酬等の内容
にかかる決定方針を決議しております。
　なお、当事業年度の取締役の個人別の報酬等の額は、取締役会における継
続的な議題として議論された結果、株主総会で決議された報酬限度額の範囲
内において、会社業績及び担当部門の評価に応じて算出することを基本方針
として、監査等委員会の審議も経たうえで、2021年６月25日開催の取締役
会にて決定されており、当該基本方針に沿うものと判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。
ａ. 基本報酬に関する方針
　取締役の基本報酬は、月毎に定額を金銭で支払う固定報酬とする。
ｂ. 業績連動報酬ならびに非金銭報酬等に関する方針
　業績連動報酬としては、株主との価値共有を進めるとともに、中長期的
な業績との連動性を高め、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ
とする目的で、譲渡制限付株式報酬（取締役が報酬支払請求権を現物出資
財産として株式の交付を受けるもの）を毎年一定の時期に支給するものと
し、その支給時期は取締役会で決定する。また、当該報酬の評価指標に
は、株主価値向上の観点から自己資本利益率を採用する。
ｃ. 取締役の個人別の報酬等の割合に関する方針
　取締役の報酬は、基本報酬（金銭報酬）と業績連動報酬としての株式報
酬で構成し、その構成割合は、その客観性・妥当性を確保するために、同
業種や同規模の他企業における報酬水準を検証し、当社の財務状況や監査
等委員会の意見を踏まえて取締役会が決定する。
ｄ. 取締役の個人別の報酬等の決定に関する事項
　取締役の個人別の報酬等は、同業種や同規模の他企業における報酬水準
を検証し、当社の財務状況や監査等委員会の意見を踏まえて取締役会が決
定する。
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区　　分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額
（千円） 対象となる役

員の員数
（人）固定報酬 業績連動

報酬等
取締役

（うち社外取締役）
118,906
（－）

107,970
（－）

10,936
（－）

４
（－）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

29,760
（12,000）

29,760
（12,000）

－
（－）

３
（２）

合計
（うち社外役員）

148,666
（12,000）

137,730
（12,000）

10,936
（－）

７
（２）

② 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 業績連動報酬等は、非金銭報酬である譲渡制限付株式を支給しております。当
該報酬は、対象期間となる３事業年度分の職務執行の対価に相当する総額
48,624千円分の譲渡制限付株式48,000株を2021年７月29日に一括して支給し
ており、当事業年度分の報酬額は、それを期間按分したものとなっておりま
す。なお、当該報酬の総額は、取締役会決議の前営業日の東京証券取引所にお
ける当社の普通株式の終値を基礎としております。また、当該報酬の評価指標
には、株主価値向上の観点から自己資本利益率（以下ＲＯＥ）を採用してお
り、譲渡制限の解除条件は2024年３月期のＲＯＥ10％以上としております。

２. 取締役の報酬限度額は、2015年６月25日開催の第26期定時株主総会におい
て、取締役（監査等委員を除く）５名について年額240,000千円以内、監査等
委員３名について年額50,000千円以内と決議されております。また別枠で、
2017年６月28日開催の第28期定時株主総会において、取締役（監査等委員を
除く）５名に対して、譲渡制限付株式報酬額として年額60,000千円以内と決議
されております。

③ 社外役員が親会社等又は親会社等の子会社等（当社を除く）から受けた
役員報酬等の総額

　該当事項はありません。
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区 分 氏 名
出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に
関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取 締 役
（監査等委員） 鵜 飼 一 賴

当事業年度に開催された取締役会26回及び
監査等委員会16回の全てに出席し、必要に
応じ、主に弁護士として専門的見地から発
言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 佐々木　　　洋

当事業年度に開催された取締役会26回及び
監査等委員会16回の全てに出席し、必要に
応じ、主に公認会計士として専門的見地か
ら発言を行っております。

⑹ 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・監査等委員鵜飼一賴氏は、大原法律事務所のパートナーであります。当
社と同事務所との間には特別の関係はありません。
・監査等委員佐々木洋氏は、公認会計士佐々木洋事務所所長であります。
当社と同事務所との間には特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,000千円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 21,000

５. 会計監査人の状況
⑴ 名称　　　　EY新日本有限責任監査法人

⑵ 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品
取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区
分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合
計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び
報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った
うえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額以外に、前事業年度に係る追加報酬
として当事業年度に支出した額が1,000千円あります。

⑶ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要
があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の
目的とすることを決定いたします。
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に
該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を
解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後
最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の
理由を報告いたします。
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６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
[業務の適正を確保するための体制]
　当社は、会社法及び会社法施行規則の定める「業務の適正を確保するための
体制」について、内部統制システムの整備に関する基本方針として以下のとお
り定めております。
⑴ 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制

①　取締役会で「行動規範」及び「コンプライアンス規程」を定めて、取
締役及び使用人が法令及び定款並びに社会規範を遵守した行動をとるた
めの指針とする。

②　取締役会は、「取締役会規則」に定められた基準に従って、法令に基
づく職務その他業務執行に関する重要事項を決定するとともに、取締役
の職務の執行を監督する。

③　取締役及び使用人の職務執行の適切性を確保するため、内部監査部門
を設置し、「内部監査規程」に基づき内部監査を実施する。また、内部
監査部門は、必要に応じて監査等委員会及び会計監査人と情報を交換
し、効率的な内部監査を実施する。

④　法令違反または法令上疑義のある行為等に対して、取締役及び使用人
が通報できる内部通報制度を構築し、「内部通報制度運用規程」に基づ
き運用する。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
①　取締役会議事録、その他取締役の職務の執行に係る重要な書類等は、
「文書管理規程」に従い、文書または電磁的媒体（以下「文書等」とい
う。）に記録し、適切に保存及び管理する。

②　取締役は、必要に応じてこれらの文書等を閲覧できるものとする。
③　「情報システム管理規程」を定めて、情報資産を適切に管理し、情報
セキュリティの維持向上を図る。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　「危機管理規程」でリスクマネジメントに関する事項を定めるととも
に、リスクマネジメントを推進するための課題や対応策を協議するた
め、必要に応じてリスクマネジメント委員会を設置する。
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②　緊急時には、代表取締役社長を最高責任者とする危機管理体制をとる
ものとし、必要に応じて、代表取締役社長を本部長とする緊急対策本部
を設置して、対応方針を協議、決定し、損失の拡大防止並びに危機の収
束の措置を実施する。また、収束後は再発防止に向けた指針を定める。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　定例の取締役会を毎月１回、臨時取締役会を必要に応じて開催し、重
要事項に関する迅速な意思決定を行い、適切な職務執行が行える体制を
確保する。

②　取締役及び部長以上の管理職で構成される経営会議を原則として毎月
１回開催するほか、必要に応じて随時開催し、取締役会の意思決定に資
するため、取締役会付議事項を事前に審議する。

③　取締役会は、「組織規程」「職務権限規程」「職務分掌規程」等の諸
規程を定めて、意思決定ルールを明確にし、権限委譲を行うとともに職
務を分担する。

④　中期経営計画及び総合予算を策定して、各部門の責任範囲を明確にす
る。また、予算の実績管理を行って、経営数値の進捗管理と適正な修正
を行う。

⑤　「関係会社規程」に基づき、当社の主管部門と子会社が連携して業務
執行を行う。

⑸ 当社及び子会社からなる企業集団（以下「当社グループ」という。）に
おける業務の適正を確保するための体制

①　当社グループ各社が自律的に業務の適正を確保するための体制を整備
することを基本としつつ、当社が適切な管理及び支援を行うことによ
り、当社グループにおける業務の適正の確保を図る。

②　「関係会社管理規程」を定めて、子会社に一定の重要事項について、
当社の事前承認又は報告を義務付ける。

③　子会社に対して、当社の内部監査部門が監査し得る体制及び監査等委
員会が調査し得る体制とする。

④　子会社の計数管理に関して、連結決算作成の必要がある場合は、当社
の経理部門がその管理監督を行う。
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⑹ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、それ
らの取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）
からの独立性に関する事項並びにそれらの取締役及び使用人に対する指
示の実効性の確保に関する事項

①　監査等委員会が必要とした場合、監査等委員会の職務を補助する使用
人を置くものとする。なお、監査等委員会の職務を補助する取締役は置
かない。

②　当該使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分等には、監査等委員会の
同意を得たうえで行うものとし、業務執行者からの独立性を確保する。

③　当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査等委員会に係る
業務を優先して従事する。

⑺ 取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人が監査等委員会に
報告するための体制及びその他の監査等委員会への報告に関する体制

①　監査等委員会は、法律に定める事項の他、取締役及び使用人が監査等
委員会に報告すべき事項を取締役と協議して定め、その報告を受けるも
のとする。

②　取締役及び使用人は、監査等委員会に対して、会社に著しい損害を及
ぼすおそれのある事実、職務の執行に関する不正行為または法令もしく
は定款に違反する事実を遅滞なく報告するものとする。

③　監査等委員会は必要に応じて、取締役及び使用人に対して、報告を求
めることができる。

⑻ 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者
（以下、「子会社の取締役等」とする。）が当社の監査等委員会に報告
するための体制

①　子会社の取締役等は、業務又は業績に影響を与える事項及び法令で定
める事項等については、当社の監査等委員会に都度、速やかに報告する
ものとする。

②　監査等委員会は必要に応じて、子会社の取締役等に対して報告を求め
ることができる。
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⑼ 監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な
取扱いを受けないことを確保するための体制

①　当社グループは、報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由と
して不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役
及び使用人に周知徹底する。

②　監査等委員は、取締役又は使用人から得た情報について、第三者に対
する報告義務を負わない。

③　監査等委員会は、報告をした使用人の異動、人事評価及び懲戒等に関
して、取締役にその開示を求めることができる。

⑽ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関す
る事項

①　監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の
手続きその他の当該職務についての執行について生ずる費用又は債務の
処理の請求をしたときは、当該請求に係る費用が監査等委員の職務の執
行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに処理をする。

⑾ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体
制

①　監査等委員会は、代表取締役社長と定期的に会合をもち、当社グルー
プが対処すべき課題、監査等委員会監査の環境整備の状況、監査上の重
要課題等について意見を交換する。

②　監査等委員会は、会計監査人及び内部監査部門とも連携して監査の実
効性を確保する。

③　監査等委員の過半数は社外取締役とし、監査の透明性を確保する。
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[業務の適正を確保するための体制の運用状況]
　当事業年度における上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
は以下のとおりであります。
⑴ コンプライアンス体制
　「行動規範」をはじめとした社内規程の社内グループウェア上での公
開、インサイダー取引規制やハラスメント防止等のコンプライアンス研修
の実施等の取り組みを継続的に行っております。また、コンプライアンス
遵守の実効性確保のため、内部監査部門による監査を実施しております。

⑵ リスク管理体制
　「危機管理規程」に基づき、代表取締役社長を委員長としたリスクマネ
ジメント委員会を計４回開催し、事業等のリスクをはじめとした当社を取
り巻く課題について検討を行っております。

⑶ 効率的かつ適切な職務執行を確保するための体制
　当社の取締役会は、法令及び社内規程に基づき運営されており、当事業
年度は定例を含め26回の取締役会を開催し、重要事項に関する意思決定
並びに各取締役の職務執行の監督を行いました。また、当社は監査等委員
会設置会社として、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役
会の構成員とすることで取締役会の監督機能の更なる強化を図っておりま
す。

⑷ 監査等委員会の体制
　当事業年度は監査等委員会を16回開催し、監査方針及び監査計画に基
づき、取締役会や経営会議、その他当社の重要会議等への出席や各種書類
の閲覧等を行い、監査等委員でない取締役の職務執行、内部統制システム
の整備並びに運用状況の監査を実施しております。

(注)本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。また、
比率は表示単位未満を四捨五入しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
販 売 用 不 動 産
仕掛販売用不動産
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
競 売 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

21,653,829
5,492,684
9,551,804
5,864,629

1,173
259,194
139,565
66,818
278,444
△486

2,781,570
2,407,135
1,085,130
10,939

1,247,541
63,525
1,335
1,335

373,099
87,555
82,100
76,268
63,761
63,797
△382　

流 動 負 債 8,847,515
買 掛 金 452,585
短 期 借 入 金 6,426,058
1年内返済予定の長期借入金 737,777
未 払 金 31,831
未 払 費 用 47,308
未 払 賞 与 211,250
未 払 法 人 税 等 597,378
契 約 負 債 311,909
預 り 金 15,367
完成工事補償引当金 12,029
そ の 他 4,020

固 定 負 債 6,361,077
長 期 借 入 金 6,234,072
役員退職慰労引当金 57,749
そ の 他 69,256

負 債 合 計 15,208,593
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 9,188,994
資 本 金 836,528
資 本 剰 余 金 832,990
資 本 準 備 金 811,528
その他資本剰余金 21,462

利 益 剰 余 金 7,733,470
利 益 準 備 金 3,660
その他利益剰余金 7,729,810
固定資産圧縮積立金 148,857
繰越利益剰余金 7,580,953

自 己 株 式 △213,995
新 株 予 約 権 37,812
純 資 産 合 計 9,226,807

資 産 合 計 24,435,400 負 債 純 資 産 合 計 24,435,400

貸　借　対　照　表
（2022年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2021年４月 １日から
2022年３月31日まで ）

科 目 金 額

売 上 高 23,352,446

売 上 原 価 18,477,054

売 上 総 利 益 4,875,392

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,307,251

営 業 利 益 2,568,140

営 業 外 収 益

受 取 利 息 534

受 取 配 当 金 751

契 約 収 入 13,800

受 取 保 険 金 1,319

助 成 金 収 入 3,600

そ の 他 1,480 21,485

営 業 外 費 用

支 払 利 息 149,845

支 払 手 数 料 93,436

そ の 他 259 243,541

経 常 利 益 2,346,084

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 1,535

固 定 資 産 除 却 損 66 1,601

税 引 前 当 期 純 利 益 2,344,482

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 767,267

法 人 税 等 調 整 額 △42,722 724,544

当 期 純 利 益 1,619,937

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2021年４月 １日から
2022年３月31日まで ）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計固定資産

圧縮積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 836,528 811,528 5,922 817,451 3,660 136,447 6,315,920 6,456,028

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △342,494 △342,494
固定資産圧縮積立金
の 積 立 15,567 △15,567 －

固定資産圧縮積立金
の 取 崩 △3,156 3,156 －

当 期 純 利 益 1,619,937 1,619,937

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 15,539 15,539
株主資本以外の項目
の 当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計 － － 15,539 15,539 － 12,410 1,265,032 1,277,442

当 期 末 残 高 836,528 811,528 21,462 832,990 3,660 148,857 7,580,953 7,733,470

株 主 資 本
新株予約権 純資産

合　計自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 △46,042 8,063,965 37,812 8,101,778

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △342,494 △342,494
固定資産圧縮積立金
の 積 立 － －
固定資産圧縮積立金
の 取 崩 － －

当 期 純 利 益 1,619,937 1,619,937

自 己 株 式 の 取 得 △201,037 △201,037 △201,037

自 己 株 式 の 処 分 33,084 48,623 48,623
株主資本以外の項目
の 当 期 変 動 額 － －

当 期 変 動 額 合 計 △167,952 1,125,029 － 1,125,029

当 期 末 残 高 △213,995 9,188,994 37,812 9,226,807

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書

　EY新日本有限責任監査法人
　東　京　事　務　所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三 浦 　 　 　 太
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 賀 　 恒 一 郎

2022年５月16日
株式会社　イーグランド
取　締　役　会　　御中

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社イーグランドの2021年

４月１日から2022年３月31日までの第33期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

会計監査人の監査報告書　謄本
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査
に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び
内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2021年４月1日から2022年３月31日までの第33期事業年度に
おける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下
のとおり報告いたします。
１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関す
る取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監
査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の
分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役
及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な営業所において業務及
び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報
告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適
正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書
類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書について検討いたしました。
２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執
行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

2022年５月16日
株式会社イーグランド　監査等委員会
常勤監査等委員　　榎下　勝寛　　㊞

監査等委員　　鵜飼　一賴　　㊞
監査等委員　　佐々木　洋　　㊞

（注）監査等委員鵜飼一賴及び佐々木洋は、会社法第２条第15号及び第331条第６項
に規定する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告書　謄本

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
　剰余金の処分については、以下のとおりといたしたいと存じます。
　当社は株主還元を経営の重要課題の一つと考えており、当社事業に継続して投
資していただく株主の皆様に対して、会社業績に応じた配当を安定的かつ継続的
に実施していくことを基本方針としております。
　当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案し、
1株当たり37円とさせていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類
　金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき　金37円
　配当総額　金230,141,147円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
　2022年６月29日
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現行定款 変更案
第１条～第16条　（条文省略）

（株主総会参考書類等のインターネッ
ト開示とみなし提供）
第17条　当会社は、株主総会の招集に

関し、株主総会参考書類、事業
報告、計算書類及び連結計算書
類に記載又は表示をすべき事項
に係る情報を、法務省令に定め
るところに従いインターネット
を利用する方法で開示すること
により、株主に対して提供した
ものとみなすことができる。

（新　設）

第１条～第16条　（現行どおり）

（削　除）

（電子提供措置等）
第17条　当会社は、株主総会の招集に

際し、株主総会参考書類等の内
容である情報について、電子提
供措置をとるものとする。

第２号議案 定款の一部変更の件
(1) 提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただ
し書きに規定する改正規定が 2022 年９月１日に施行されますので、株主総会
資料の電子提供制度導入に備えるため、次のとおり当社定款を変更するもので
あります。

①変更案第17条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報につい
て、電子提供措置 をとる旨を定めるものであります。

②変更案第17条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載
する事項の範囲 を限定するための規定を設けるものであります。

③株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款
第17条）は不要となるため、これを削除するものであります。

④上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであり
ます。

(2) 変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線部は変更部分を示します。）
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現行定款 変更案

第18条～第41条　（条文省略）

附　則

（新　設）

　　２　当会社は、電子提供措置をと
る事項のうち法務省令で定める
ものの全部または一部につい
て、議決権の基準日までに書面
交付請求した株主に対して交付
する書面に記載しないことがで
きる。

第18条～第41条　（現行どおり）

附　則

（電子提供制度等に関する経過措置）
　　１　現行定款第17条（株主総会参

考書類等のインターネット開示
とみなし提供）の削除および変
更案第17条（電子提供措置等）
の新設は、会社法の一部を改正
する法律（令和元年法律第70
号）附則第１条ただし書きに規
定する改正規定の施行の日（以
下「施行日」という。）から効
力を生ずるものとする。

　　２　前項の規定にかかわらず、施
行日から６か月以内の日を株主
総会の日とする株主総会につい
ては、現行定款第17条はなお効
力を有する。

　　３　本附則は、施行日から６か月
を経過した日または前項の株主
総会の日から３か月を経過した
日のいずれか遅い日後にこれを
削除する。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

え

江
 

　
ぐち

口
 

　
 

　
 

　
ひさし

久
（1957年９月25日）

（再任）

    1980年    4 月 鹿島建設株式会社入社
    1989年    6 月 当社設立

代表取締役社長就任（現任）
1,478,800株

【選任理由】
　江口久氏は、創業以来、当社の代表取締役社長として経営を指揮し、
経営者として豊富な経験・実績を有していることから、今後も当社の持
続的な成長と企業価値の向上に貢献できると判断し、引き続き取締役候
補者といたしました。

２

はやし

林
だ

田
 

　
 

　
こう

光
じ

司
（1966年５月22日）

（再任）

    1990年    4 月 住友不動産株式会社入社
    2004年    4 月 当社入社
    2004年    7 月 取締役就任（現任）
    2007年    1 月 第二営業部長
    2009年    10月 広域営業部長
    2012年    10月 首都圏営業部長
    2016年    4 月 住宅再生事業部門担当

兼　第１営業部長
    2017年    4 月 横浜支店長

兼　投資・賃貸営業部長
    2018年    4 月 住宅再生事業部門担当

兼　第２営業部長（現任）
    2020年    4 月 営業企画部長

97,800株

【選任理由】
　林田光司氏は、当社営業部門における豊富な経験と実績に加え、現在
も取締役として営業戦略について大きく寄与していることから、今後も
当社の持続的な成長と企業価値の向上に貢献できると判断し、引き続き
取締役候補者といたしました。

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。
以下、本議案において同じ。）４名全員が任期満了となります。つきましては、
取締役４名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされた結果、異論はご
ざいませんでした。
　取締役候補者は次のとおりであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

３

に

丹
 

　
わ

波
 

　
 

　
まさ

正
 

　
ゆき

行
（1966年11月４日）

（再任）

    1990年    4 月 住友不動産株式会社入社
    2006年    8 月 当社入社
    2006年    10月 取締役就任（現任）
    2007年    1 月 営業開発部長
    2016年    4 月 投資・賃貸営業部長

兼　営業企画部長
    2017年    4 月 関西支店長（現任）

2022年    4 月 投資・賃貸営業部長（現任）

82,900株

【選任理由】
　丹波正行氏は、当社営業部門における豊富な経験と実績に加え、現在
も取締役として営業戦略について大きく寄与していることから、今後も
当社の持続的な成長と企業価値の向上に貢献できると判断し、引き続き
取締役候補者といたしました。

４

しら

白
 

　
そう

惣
 

　
 

　
たか

考
 

　
し

史
（1969年２月20日）

（再任）

    1992年    4 月 住友不動産株式会社入社
    2007年    4 月 当社入社
    2007年    6 月 取締役就任（現任）

管理部長（現任）
    2011年    3 月 内部監査室長
    2012年    4 月 社長室長

80,100株

【選任理由】
　白惣考史氏は、当社管理部門における豊富な経験と実績に加え、現在
も取締役として財務戦略について大きく寄与していることから、今後も
当社の持続的な成長と企業価値の向上に貢献できると判断し、引き続き
取締役候補者といたしました。

（注）１. 各取締役候補者との間には、特別の利害関係はありません。
２. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく

役員等賠償責任保険契約を締結しております。当社取締役を含む被保
険者の法律上の損害賠償金または争訟費用を当該保険契約によって塡
補することとしており、当該保険の保険料は全て当社が負担しており
ます。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因
して生じた損害は塡補されないなど、一定の免責事由があります。各
候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者
となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での
更新を予定しております。
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氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

もちづき

望月　
あき

晶
こ

子
（1966年11月３日）

1990年    4 月 三菱商事株式会社入社
2000年    4 月 弁護士登録

宮川法律事務所入所
2012年    4 月 望月法律事務所開設

東京家庭裁判所調停委員（現任）
2022年    3 月 アテナ法律事務所入所

－株

【選任理由及び期待される役割の概要】
　望月晶子氏は、会社の経営に関与した経験はありませんが、弁護士として法務
全般に関する相当程度の知見を有していることから、当社の監査等委員である取
締役として就任された場合、その職務を適切に遂行していただけると判断し、補
欠の監査等委員である取締役候補者といたしました。

第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　2021年６月25日開催の第32期定時株主総会において補欠の監査等委員である
取締役に選任されました葉山良子氏より、本総会開始の時をもって補欠の監査等
委員である取締役を辞退したい旨の申し出がありましたので、法令に定める監査
等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、あらためて補欠の監査
等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
　つきましては、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる
場合に備え、あらためて補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いする
ものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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（注）１. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 望月晶子氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
３. 望月晶子氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、東京証券取引所に
対し、独立役員として届け出る予定であります。

４. 望月晶子氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、会社法第427条第
１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、300万円
又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額といたし
ます。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠
償責任保険契約を締結しております。当社の監査等委員である取締役を含む被
保険者の法律上の損害賠償金または争訟費用を当該保険契約によって塡補する
こととしており、当該保険の保険料は全て当社が負担しております。但し、法
令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は塡補さ
れないなど、一定の免責事由があります。望月晶子氏が監査等委員である取締
役に就任した場合には、当該保険契約の被保険者となる予定であります。

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都千代田区内神田３－２４－５
エッサム神田ホール２号館　５階
TEL 03－3254－8787
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司町二丁目
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芝信用金庫

須田町

神田北口

神田駅前

今川橋

神田駅南口

司町

西口通り商店街

エッサム神田ホール
2号館

神田警察通り

靖国通り

交通 ・神田駅　「東口・北口・西口」　徒歩２分（ＪＲ線）
「４番出口」　　　　　徒歩２分（銀座線）

・淡路町駅「Ａ１出口」　　　　　徒歩５分（丸ノ内線）
・小川町駅「Ａ１出口」　　　　　徒歩５分（都営新宿線）

◎　当日は、会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますので、お車での
ご来場はご遠慮願います。

◎　株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産はご用意しておりませんので、
予めご了承いただきますようお願い申しあげます。


